
訪問型支えあい活動支援事業の拡充（案）について

１　事業拡充の趣旨

２　制度改正（抜粋）

５　新たな補助対象（案）

　令和６年８月５日に、介護保険制度における地域支援事業実施
要綱と、介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）ガイドラ
イン改正があり、現在実施している本事業の見直しをすることで、
補助対象などが拡大できることとなった。
　上記を踏まえ、特に、現行の｢訪問型支えあい活動支援事業｣の
車両を利用した生活支援の補助対象となる経費と補助額を拡充し、
車両を利用した生活支援の活動者の獲得や、安全な車両の確保、
安心して活動できる任意自動車保険に加入できる環境などにつな
げる。
　

① 現行の一般介護予防で実施する｢訪問型支えあい活動支援事
　 業｣では介護予防が目的なため、活動者が65歳以上に限定
   され、若い活動者を確保できない。
② 車両を利用した生活支援を実施している明峰地区の活動で
   は、活動費が不足しているため車両保険がついてない任意
   自動車保険に加入して活動している。
③ 新たに車両を利用した生活支援を検討するには、特に初期
   費用と人材確保に関する障壁がある。

６　今後のスケジュール（案）

　　①おでかけ支援（グリーンハイツ自治会）
　　②たのみ隊（明峰地区福祉委員会）
　　③じぇねじぇね（ＮＰＯじぇねじぇね：けやき坂）
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３　現在、車両を利用した生活支援を実施している団体

４　現状と課題

補助対象経費
  ○生活支援
　・窓口やコーディネート業務に係る人件費 
　・通信費
　・消耗品費 
　・広報費
　・保険料
　（訪問型支えあい活動に係る損害保険に限る。）

○車両を利用した生活支援
・保険料 （任意自動車保険）
・安全運転講習受講に係る費用 
・支援時の駐車場代の実費 
・自動車の賃借料（個人所有車両を除く）
・奨励金

令和7年2月　予算協議、ガイドラインの作成
令和7年3月　活動者への説明
令和7年4月　補助金申請申込開始
令和7年5月　補助金交付開始



（参考）現行の補助対象となる経費

 活動区分 補助対象経費
１年度における

活動件数 補助上限額 

生活支援

　
　・窓口やコーディネート業
　　務にかかる人件費 
　・通信費
　・消耗品費
　・広報費 　
　・保険料
　（訪問型支えあい活動に係

　　る損害保険に限る。）

年間60件以上 20,000円 

年間120件以上 40,000円 

年間240件以上 80,000円 

車両を利用した
生活支援

・保険料 
（個人所有車両に係る　　　
　個人名義の自動車保険　　
　料を除く。） 
・安全運転講習受講に係る　
　費用 
・支援時の駐車場代の実費 
・自動車の賃借料（個人所　
　有車両を除く） 

 
年間20件以上 

 

 
　　　　　    20,000円 

 
年間50件以上 

 

 
　　　　　　  50,000円 

 

年間100件以上 
 

 
　　　　　　

             100,000円 

  ※１年度における活動件数は、１人の利用者からの１回の依頼に基づき、１件として算定します 
　　ただし、次のいずれかに該当するものは、補助対象としない。
　　・飲食等にかかる食糧費 
　　・活動団体が使用する会館の修繕等にかかる工事費 
　　・自動車や不動産の取得
　　・国、県、市の補助制度により、既に補助を受けている


